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要　　旨　本研究は、不適切な養育状況にある家族の支援に対する小児看護師の知識・認識、自己効力感を
明らかにすることを目的とし、質問紙調査を実施した。対象者は、全国の300床以上で子どもが入院
する病棟をもつ病院および小児専門病院に勤務し、調査協力に同意が得られた病棟看護師950名であ
る。538名の小児看護師から回答を得、有効回答率は56.6%であった。結果、対象者は57.8%が総合病
院に勤務しており、虐待対応委員会が設置されていたのは40.2%であった。虐待を疑う家族を発見し
た時の通告義務について「知っている」「少し知っている」と回答したのは79.3%に上ったが、子ど
もや親のケア時に小児看護師自身に生じる否定的な感情の由来や、子どもがパニックを起こした時
の対応方法、医療者に拒否的な親に対する関わりについて「あまり知らない」「知らない」と回答し
た小児看護師は６～７割を占めた。８割以上が「親自身も母性的な関わりを必要としている」「親と
の関わりでは信頼関係の形成が最も優先される」、９割以上が「虐待を疑えばできるだけ早く他機関
と連携する必要がある」と関わりや他機関との連携の重要性を認識していたが、実践に対する自己
効力感との間に齟齬がみられた。以上より、小児看護師の知識や認識を高め、不適切な養育状況に
ある家族の支援につながる学習プログラムの作成および虐待対応委員会の設置など、病院組織とし
てのシステム整備の必要性が示唆された。
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Ⅰ．はじめに
2013年度に全国の児童相談所で対応した子ども虐
待に関する相談件数は、73,765件（速報値）といま
だ増加し続けている（厚生労働省，2014）。虐待は
子どもに身体の被害のみならず、脳の器質的変化や
心理社会的問題、健康上の問題をもたらすことが明
らかになっており（小林他，2011）、できるだけ早
期に発見し、適切に支援を開始する必要があるとさ
れている。
先駆的な取り組みをしている英国では、The 
Children Act（児童虐待対応のイギリス政府ガイド
ライン）の中で、「何らかの援助がなければ健康や
発達の維持・促進ができない可能性のある子ども」
「支援を必要としている子ども」を要支援児と定義
し、彼らに対する積極的な支援が子ども虐待の予防
につながるとしている（Department of Health, 
Home Office, & Department for Education and 
Emplyment，1999；松本他訳，2002）。また、虐待
のスペクトラムは要支援児と死に至るような虐待を
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受けた子どもは両極に位置するのではなく、要支援
児の中に虐待の子どもが含まれており、要支援家族
への支援が虐待の子どもと親へのケアを内包してい
る（柳川他，2008a）。それゆえ、支援を必要として
いる家族の早期発見、介入は、虐待を防止し、子ど
もへの影響を最小限にするための助けとなる。何ら
かの支援を必要とする家族を発見し、適切に対応す
るためには、子育て中の子どもと親に関わる機会の
多い看護師の実践力が極めて重要になる。
2012年に医療機関で子どもに関わる看護師（以下、
小児看護師とする）を対象に実施した調査では、９
割が虐待またはその疑いがある家族（以下、不適切
な養育状況の家族とする）に関わりをもっていた
（鎌田他，2012a）。病棟で子どもと親に接し、さま
ざまな日常の場面に遭遇する機会をもつ小児看護師
は、子どもや親の言動のみならず、親子の関係性、
親の養育態度、家族背景を把握しやすい立場にあり、
虐待予防・悪化防止に向け、家族への支援を提供で
きる専門職である。よって、小児看護師が支援を必
要としている家族を察知し、積極的に適切な支援を
行うことの意義は大きい。
しかしながら、小児看護師の多くが不適切な養育
状況にある家族の支援に困難感を抱いており、積極
的な支援ができていない現状が明らかになっており
（鎌田他，2012b）、不適切な養育状況の家族への関
わりに対する知識や認識、対応システムなどが小児
看護師の支援行動に影響を及ぼしていることが考え
られた。
一方、Banduraは、困難な状況における行動の選
択や努力量、行動の維持などは、自己効力感を測定
することでその予測が可能であるとしている（大
内，2004）。不適切な養育状況の家族への支援に対
する自己効力感を測定することで、小児看護師の行
動を予測できると考えた。
そこで本研究の目的は、不適切な養育状況にある
家族の支援に対する小児看護師の知識・認識および
自己効力感を明らかにすることである。
Ⅱ．用語の定義
本調査における不適切な養育状況の家族とは、「保
護者の子どもに対する身体的暴力、不当な扱い、事
故防止への配慮の欠如、言葉による脅かしなどに
よって、明らかに子どもへの危険が予測されたり、
子どもが苦痛を受けたり、心身に問題が生じている
ような状態をいい、虐待よりも広い概念」と定義した。
また、本論文における自己効力感は、「不適切な
養育状況の家族との関わりやケアにおける行動の選
択や努力量、行動の維持など、小児看護師自身の行
動に対する可能性の認知」とする。
Ⅲ．研究方法
１．調査対象
対象者は、全国の300床以上で子どもが入院する
病棟をもつ病院および小児専門病院のうち調査協力
に同意が得られた130病院に勤務している小児看護
師950名である。
２．方法
対象病院の施設長または看護部長に調査協力依頼
を行い、承諾を得た病院の小児看護師に対して、看
護部を通じて自記式質問紙を配布した。質問紙には
調査への協力依頼文を添付し、個別に郵送にて返信
ができるよう返信用封筒を同封した。
調査期間は2013年12月～2014年３月である。
３．調査内容
調査項目は、対象者の背景、経験、虐待対応委員
会設置の有無、子ども虐待に関する知識（13項目）、
不適切な養育状況の家族に対する認識（29項目）、支
援に対する自己効力感（24項目）である。子ども虐
待に関する知識および自己効力感では、子どもや親
の言動の意味の理解とケア、機関連携の方法などを
含んでいる。また、認識の項目は、積極的な子育て
支援の必要性、機関連携の必要性などである。なお、
これらの項目は、本調査に先立ち虐待を受けた子ど
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もの関わりに熟練している看護師への面接調査の結
果（鎌田他，2012a）と文献検討（市川，2006；大
阪府，2012；日本看護協会編，2003）から抽出した。
子ども虐待に対する知識は「知っている」から
「知らない」までの４段階とし、不適切な養育状況
の家族に対する認識および支援に対する自己効力感
は「そう思う」から「そう思わない」まで５段階リ
ッカート法で回答を求めた。全調査項目の単純集計
を行った。認識および自己効力感の回答については、
「そう思う」「少しそう思う」を肯定意見、「あまり
思わない」「そう思わない」を否定意見とした。
Ⅳ．倫理的配慮
調査への協力は自由意思であり、拒否や途中で中
断しても不利益は被らないこと、調査用紙は無記名
とし、調査用紙の返信をもって同意とすること、結
果を学会等へ発表するがその際には個人情報の保護
に努める旨を記載した調査依頼文を同封した。なお、
本調査は摂南大学医療研究倫理委員会の承認を得た。
Ⅴ．結果
１．対象者の背景
950名中538名の小児看護師から有効回答を得、有
効回答率は56.6%であった。看護師の小児看護経験
年数は１年から35年で平均7.2（SD6.5）年であった。
対象者の背景を表１に示した。対象者の勤務病院は
総合病院が57.8%と６割近くを占め、小児専門病院
は17.9%、大学病院は17.3%であった。子ども虐待の
関心は「非常にある」が28.7%で、「ある」と回答し
た者も含めると95.2%が関心を示した。
勤務病院に虐待対応委員会が設置されていると回
答したのは40.2%であり、虐待早期発見のためのチ
ェックリストが「ある」としたのは21.1%であった。
72.7%が不適切な養育状況の家族と関わった経験を
もっていたが、「日常的に関わっている」はわずか
7.2%であったのに対し、「年に数例程度」は54.7%で
あった。また、「子どもの攻撃的･反抗的な言動」を
経験したことがあると回答した小児看護師は36.4%、
「親の拒否的態度」50.7%、「親の執拗な訴え」30.9%、
「子どもや親へのケアに対する無力感」は30.9%で
あった（表２）。
　
２．子ども虐待に関する知識
子ども虐待に関する知識を問う項目のうち「知っ
ている」と回答した割合が最も高かったのは、「医
療者には不適切な養育の家族を通告する義務がある
こと」であった。「知っている」としたのは43.8%で
あり、「少し知っている」と合わせると79.3%に上っ
た。次いで、「不適切な養育の子どもと親に対する
守秘義務より通告の義務が優先している」ことであ
表１　対象者の背景
表２　小児看護師が経験した内容　　（複数回答）
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り、「知っている」は38.3%であり、「少し知ってい
る」を合わせ68.2%であった。その他、「知ってい
る」と「少し知っている」の両者を合わせて６割以
上を示した項目は、「不適切な養育が子どもに及ぼ
す影響」（69.3%）と「虐待のリスク要因（家族背
景）」（68.7%）であった。
一方、「知らない」「あまり知らない」を合わせた
回答の割合が高かった項目は、「子どもや親のケア
時に看護師自身に生じる否定的な感情の由来」であ
り、71.5%に上った。また、「不適切な養育の子ども
がパニックを起こした時の対応方法」は69.1%、「医
療者に拒否的な親に対する関わり」が60.2%、「不適
切な養育の子どもの安全・安心感を高める関わり」
は59.8%であった（表３）。
３．不適切な養育状況の家族に対する認識
不適切な養育状況の家族に対する小児看護師の認
識を表４に示した。家族に対する構えとして、「家
表３　子ども虐待に関する知識
表４　不適切な養育状況の家族に対する認識
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族を支援するためには、まず虐待かどうかを明らか
にする必要がある」に対し、肯定したのは69.5%で
あった。「虐待の家族ではなく支援が必要な家族と
いう視点が必要である」に対しては86.1%が、「家族
にはより積極的な子育て支援が必要である」では
76.2％が肯定し、不適切な養育状況の家族に対する
支援の必要性を示した。
不適切な養育状況にある子どもに対しては、「子
どもには親以外に信頼できる人が必要である」は
89.9%が肯定し、ケアについては「子どもがパニッ
クを起こした時に関わり方は知っておく必要があ
る」には98.7%の小児看護師が肯定した。
親に対しては、「親自身も母性的な関わりを必要
としている」は85.7%、「親との関わりでは信頼関係
の形成が最も優先される」には81.8%が肯定した。
機関連携については、「虐待を疑えばできるだけ
早く他機関と連携する必要がある」と肯定したのは
94.0%であった。さらに、子どもや家族に関わる上
でのチーム内のサポート体制については、「子ども
と親のケアには他のスタッフからサポートが必要で
ある」に肯定したのは95.3%に上り、「子どもや親へ
の否定的な感情はチームで話し合う方が良い」は
85.3%、「看護師自身の心身の安全も守られなければ
ならない」にも95.4%が肯定した。不適切な養育状
況の家族の支援に際しては、ほとんどの小児看護師
がチームからのサポートを必要としていた。
４．不適切な養育状況の家族への関わりに対する小
児看護師の自己効力感
不適切な養育状況の家族への関わりに対する小児
看護師の自己効力感は表５に示した。子どもとの関
わりについて、「子どもの言動の意味が理解できる」
に肯定したのは35.5%であり、「子どものパニックに
対応することができる」は15.8%、「子どもの試し行
動に対応することができる」は19.0%と子どもの言
動への対応に困難を示した。
親に対する関わりでは、「親の言動の意味が理解
できる」に肯定したのは25.1%であり、「医療者に拒
否的な親に関わることができる」は30.9%、「親に対
し支援者となって寄り添うことができる」は40.3%、
表５　不適切な養育状況の家族への関わりに対する自己効力感
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「訴えや要求の多い親に関わることができる」は
42.2%であった。
一方、「不適切な養育を疑った時、カンファレン
スにあげることができる」は84.0%、「不適切な養育
を疑った時、医師や看護師長に報告することができ
る」は92.9%が肯定した。さらに、「状況やけがにつ
いては必ず記録できる」にも80.3%が肯定しており、
ほとんどの小児看護師は病棟内での情報共有に対し
「できる」と回答した。しかし、「虐待疑いの家族を
発見したとき他機関に連絡することができる」は
65.1%と、他機関との情報共有は20%程度下回った。
Ⅵ．考察
筆者らが2012年に実施した調査では、病院内に虐
待対応委員会が設置されていたのは61.6%であった
のに対し（鎌田他，2013a）、今回の調査では40.2%
と20%程度下回った。前回は500床以上の病院を対
象としたため、大学病院と小児専門病院とで６割以
上を占めていた。今回は、地域医療の中核をなす公
的病院を含む総合病院が６割程度を占め、その多く
が中規模病院であったことが結果に影響したと考え
る。大規模病院に比べ、今回の対象の中心となった
中規模病院においては、虐待対応委員会設置などの
システムがまだ十分とは言えない体制の中で、小児
看護師が家族の支援にあたっていることが予測でき
た。
小児看護師の虐待への関心は95.2%と前回調査
（96.1％）と変わらず高かったが、不適切な養育状
況の家族に関わった経験は年間に数例程度と多いと
は言えなかった。しかし、「子どもの攻撃的・反抗
的な言動」「親の拒否的な態度」「親の執拗な訴え」
「子どもや親へのケアに対する無力感」は、３～５
割の小児看護師が家族との関わりの中で経験してい
た。ここでは、小児看護師の知識、認識および対応
システムの現状と支援に対する自己効力感から今後
の課題を考察する。
不適切な養育状況の家族への関わりについて、８
割以上の小児看護師は「子どもには親以外に信頼で
きる人が必要」「親自身も母性的な関わりを必要と
している」「親との関わりでは信頼関係の形成が最
も優先される」と子どもと親への関わりの重要性を
認識していた。しかしながら、子どもや親への直接
的な関わりに対する自己効力感に示された回答から
は、関わりに戸惑いや困難を示している様子が伺え
た。特に、子どものパニックや試し行動への対応、
拒否的な態度を示す親、訴えや要求の多い親に対し
て関わることができると回答した小児看護師は半数
に満たなかった。パニックや試し行動は、不適切な
養育を受けた子どもによく見られる特徴的な行動で
あり、感情コントロールや対人関係の問題に起因し
ている（西澤，1994）。また、拒否的な態度や訴え
や要求の多い親は、他者との対人関係の難しさや依
存性の高さを表しており（郭，1997）、これらの行
動はしばしば援助者側の神経を逆なでする。このよ
うな子どもや親の言動の意味を理解しないまま関わ
ると、援助者である看護師自身に怒りや否定的感情
が生じ、子どもや親との関係を悪化させる（庄司，
2007；鎌田，2014；Smith，1981）。子どもや親の
言動の意味や看護師に生じた否定的感情の由来、彼
らへの関わり方について、「知っている」と回答し
た小児看護師も少なく、そのことが関わりの困難さ
につながっていると考えられる。
不適切な養育状況の家族は、経済的困窮や親自身
の疾患､ 家庭内暴力など複数の問題を抱えているこ
とが多く、それらが輻輳しながら養育機能の低下に
つながっている。それゆえ家族への支援は、医療機
関のみでの対応は困難で多機関と連携しながら関わ
る必要がある（佐藤，2001：日本看護協会出版編，
2003）。不適切な養育状況の家族に遭遇した時、８
～９割の小児看護師は病棟内での情報共有の必要性
を認識し、行動に移すことが「できる」との可能性
を示した。また、家族の発見に際しては、「他機関
へ通告する義務がある」ことを認知している小児看
護師も多く、９割が「虐待を疑えばできるだけ早く
他機関に連絡する必要がある」としていた。2000年
に児童虐待防止等の法律が制定され、虐待発見時の
通告の義務について明記されて以降、小児看護師に
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もその認識が浸透してきていることが伺えた。しか
し、実際に「他機関に連絡することができる」と機
関連携に対する行動の可能性を示したものは６割程
度に止まっており、必要性に対する認識と行動への
可能性には齟齬がみられた。医師とは違い、チーム
で患者を看ているという小児看護師の役割機能上、
他機関への連絡にはチーム内のコンセンサスが必要
であり、医師の意向にも強く影響される（鎌田他，
2013b）。また、虐待対応委員会等のシステムが十
分整っていないことも、他機関への連絡や連携の難
しさにつながっていることが推察された。病院内組
織として虐待対応委員会等の設置は、他機関への連
絡がしやすくなり、通告数が増加したとの報告もあ
り（柳川，2008b）、一人の小児看護師の気づきを
機関連携につなげるためには、病院組織全体のシス
テム整備として、虐待対応委員会等の設置を進めて
いく積極的な働きかけも必要である。
以上、小児看護師は不適切な養育状況の家族との
関係形成の重要性を強く認識していたが、子どもや
親が示す行動の意味を理解することの難しさや、家
族へのケアの方法論が確立されていない中、実際の
関わりには抜き差しならない戸惑いや困難があると
考えられた。さらに、多くの回答に見られたように、
直接ケアにあたる小児看護師自身に生じる感情をコ
ントロールし、適切に家族を支援するためには、彼
らをサポートするチーム体制や病院組織としてのシ
ステム整備の重要性が示唆された。今後の課題とし
て、これらの結果をもとに小児看護師の学習プログ
ラムの作成につなげたい。
Ⅶ．おわりに
病院で出会う家族の多くは、本来の子育てに加え、
長期に管理を必要とする慢性疾患や障害を抱えた子
どもの養育という難しさが存在しており、何らかの
支援を必要としている。家族に関わる機会の多い看
護者が家族の発しているSOSをキャッチし支援につ
なげる力を高めることは、虐待防止に大きな貢献を
もたらす。
不適切な養育状況の家族への関わりは、問題点に
注目し、それを解決するといった従来の問題解決モ
デルでは対応できない。家族のありのままを受け入
れ、養育の困難さや、そうせざるを得ない家族の言
動への理解から支援は始まるのであろう。
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